
 
 
 
 
 
 
今年5月に全国商工新聞が公表し

た 2013 年度の実施状況では、全国

で 628ヵ所、3分の 1以上の自治体

で実施されています。佐賀県や山形

県では、県下 100％の自治体が実施

しています。 
 
 
宇土市の住宅リフォーム助成は、

県産材の利用促進やＵＤ化・省エ

ネ・子育て支援等の推進を目的とし

て、市内業者との契約によるリフォ

ーム工事の一定額を地域で使える商

品券として助成するもので、利用者

はもちろん建設業者・地域商店と、

「三方良し」の制度として評価もさ

れ、喜ばれています。 
しかも宇土市は、国補助として「社

会資本整備総合交付金」を活用して

います。 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
全国でもいち早く実施した秋田県

では、過去 4年間に 68億 6220万円

の助成をし、経済波及効果は補助額

の 24倍・1626億円の効果額が得ら

れているとの結果が公表されていま

す。 
 
 
熊本市は、同じ社会資本整備交付金

を大企業の儲けとなる桜町再開発事

業補助として107億も使っています。

桜町に投入する補助金のわずか 1％、

4 億円を住宅リフォームに回せば、

100 億円近い効果額が予測できます。   
上野議員は、税金の使い道が問わ

れる問題として、地元建設業者への

応援策である「住宅リフォーム助成

制度」の早期実施を強く要望しまし

た。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
400 億円も投入する桜町再開発・

ＭＩＣＥ整備最優先では、地元優先

発注とはなりません。上野議員は、

県外企業への莫大な税金投入となる

桜町再開発事業・ＭＩＣＥ整備は見

直し、公共事業の地元発注優先を強

く求めました。 
待機児・保留児の早期解消のため

の保育所整備、畳替えや網戸・水周 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
りなどの市営住宅の計画修繕、身

近な道路の改修などの土木センター

予算の拡充など、優先してすすめて

いくことを要望しました。 
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ＭＩＣＥや花畑広場整備は見直し、市民の切実な要求実現を！    ＜上野みえこ議員の一般質問報告№２＞ 

公共事業は地元発注優先、住宅リフォーム助成制度の創設を 
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「住宅リフォーム助成制度」、全国で 3 分の 1の自治体が実施 

宇土市の「三方よし」の制度にならって、早期実施を！ 

保育所整備・市営住宅の計画修繕・身近な道路整備など、優先に 

 
 



 
 
 
「業務職」は、官から民への行革 

 熊本市は、「第５次行財政改革計画」

のプログラムに「直営業務（技能労

務職）の見直し」を掲げ、守衛業務・

動物愛護業務・ゴミ収集・熊本城管

理・動植物園管理業務・土木業務な

ど、すでに一部民間委託しています。 
その他、電話交換や公用車はなくす

方向です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 この間、相次ぐ民間委託で、職場

を失った「業務職」の配置転換が行

われてきました。学校給食の調理に

は、交通局のバス運転手などからの

配置転換で慣れない業務に、加配が

必要となるなど技術・経験が生かさ 

 
 

 
「民間委託」対象校は「32校」 

  2015年 4月から順次実施 

学校給食業務は、これまで中学校

給食を主につくってきた共同調理場

がすべて民営化されています。 
今回市が提案しているのは、550 食

以上を調理している３２校を、2015
年 4月から、段階的に民間委託をす

すめるというものです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
れずかえって非効率となっています。 
 「給食」は、大切な子どもの教育

です。「業務職」切捨ての手段ではい

けません。小学校給食の民間委託は

中止し、食育推進・地産地消など「教

育」として給食をすすめるべきです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

小学校の給食「民間委託」は中止を！ 
学校給食は「教育」、安易な民間委託は許されません 

【民間委託の対象校】  32 校 

（中央区）帯山・帯山西・託麻原 

     出水南・白山・春竹 

（東区）西原・託麻西・託麻南・長嶺 

月出・山ノ内・尾上・東町・健軍 

秋津・画図・託麻東 

（北区）高平台・清水・龍田・城北 

麻生田・北部東・川上 

（南区）田迎西・御幸・力合・力合西 

（西区）城西・白坪・城山 

＊民間委託するには、受託業者

への指示書作成等が不可欠で

あるため、「550 食以上」調理

し、必ず栄養教諭等を配置し

ているところを民間委託の対

象校としています。 

技術や経験が生かされ、「教育」として位置づけを明確にすることが必要 

 

 ９月議会の補正予算には、水痘と

成人用肺炎球菌ワクチンの予防接種

に関する予算が提案されました。水

痘については、接種費用無料です。

成人用肺炎球菌については、６５歳

以上で５の倍数の年齢の方（６５、

７０、７５歳…）と６０歳以上の心

臓・腎臓などの機能に障害がある方

が対象となり、自己負担は４６００

円となります。 
 福祉子ども委員会において、なす

議員は、成人用肺炎球菌ワクチンの接

種費用の自己負担を２０００円（相模

原市）としている自治体もあり、より

予防接種を受けやすくするためにも

費用負担をできるだけ安くするよう

求めました。 
 また、ワクチンの供給量との関係で

５歳刻みとなったことについても、明

確な根拠もなく、希望する方が摂取で

きるよう国に対して要請するよう求

めました。 

高齢者のインフルエンザの予防接

種費用について、現在の無料から１０

００円へと負担引き上げを行うとの

方針が明らかになりました。担当課は

「自らの病状の重症化を軽減するも

のであり、自己負担を求めることとし

た。他の政令市も自己負担を行ってい

る。」と説明。 
なす議員は、「受益者負担というこ

とに主眼を置くのではなく、どのよう

に接種率をあげるのか、市民の健康増

進をどう図るのかという視点で考え

るならば、費用の引き上げは行うべき

ではない」と指摘しました。 
他の議員からも「安易な引き上げは

やめるべき。」「接種率が低下し、医療費

の増大が懸念される」などの意見が出さ

れました。 
インフルエンザの接種費用引き上げ

による市民の負担は６０００万円です。 
ＭＩＣＥ施設（大型会議場や展示場を

含む施設）には４００億円の税金を惜し

むことなく使う一方で、市民の命や健康

に関わるワクチン接種に自己負担を求

める熊本市。ハコモノ優先の市政を転換

日本共産党 市議会だより2014年6月22日 

し、福祉や教育が

最優先される市政

が求められます。 


